
観光経済部　観光戦略課
単位：円

組織 事業費予算額 事業費決算額 負担金予算額 負担金決算額

H24.11.26 交通政策課リニア推進室 1,782,000 1,312,968 640,000 640,000

H25.4.1 観光戦略課リニア推進室 12,000,000 7,987,600 640,000 640,000

H26.4.1 リニア推進課 18,000,000 17,914,503 640,000 640,000

H27.4.1 リニア推進課 15,000,000 14,850,257 640,000 640,000

H28.4.1 リニア推進課 13,000,000 12,866,596 640,000 640,000

H29.4.1 観光戦略課リニア推進係 12,000,000 10,108,161 640,000 640,000

H30.4.1 観光戦略課企画係 10,000,000 7,682,522 640,000 640,000

H31.4.1 観光戦略課企画係 3,000,000 2,375,125 640,000 640,000

R2.4.1 観光戦略課企画係 3,000,000 1,229,003 640,000 640,000

R3.4.1 観光戦略課企画係 3,000,000 525,767 640,000 640,000

R4.4.1 観光戦略課企画係 3,000,000 1,669,939 640,000 640,000

R5.4.1 観光戦略課企画係 3,000,000 596,129 640,000 640,000

R6.4.1 観光戦略課企画係 3,000,000 1,356,836 640,000 640,000

R7.4.1 観光戦略課企画係 3,000,000 ― 640,000 ―

102,782,000 80,475,406 8,960,000 8,320,000

※R6年度については決算見込み。　R7年度については、予算（案）を記入。

計

7．リニア中央新幹線中間駅誘致経費（予算・決算）の推移（関連経費予算化後最新分まで）



８． 学校教育予算と施設整備費、社会教育予算及び一般会計に占める比率（平成27年度～令和7年度）
部名　教育部　　課名　教育総務課

（単位：千円）

年度 H27 H28 H29 H30 H31（Ｒ１） Ｒ２ Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7

区分 (予算額） 前年度比 (予算額） 前年度比 (予算額） 前年度比 (予算額） 前年度比 (予算額） 前年度比 (予算額） 前年度比 (予算額） 前年度比 (予算額） 前年度比 (予算額） 前年度比 (予算額） 前年度比 (予算額） 前年度比

一般会計総額（A) 127,300,000 101.0 128,496,754 100.9 127,561,997 99.3 130,526,400 102.3 133,790,000 102.5 144,100,000 107.7 138,840,000 96.3 138,620,000 99.8 149,980,000 108.2 162,722,110 108.5 168,000,000 103.2

教育費（B) 12,711,973 100.8 11,236,678 88.4 10,896,090 97.0 10,281,377 94.4 10,386,582 101.0 13,341,727 128.5 10,820,386 81.1 10,774,860 99.6 15,488,408 143.7 13,996,392 90.4 14,084,106 100.6

占有率（B/A) 10.0 8.7 8.5 7.9 7.8 9.3 7.8 7.8 10.3 8.6 8.4

　　　（目）

教育振興費 1,203,965 94.9 1,109,717 92.2 980,675 88.4 1,025,675 104.6 942,762 91.9 958,329 101.7 1,209,817 126.2 1,320,070 109.1 1,241,430 94.0 1,398,376 112.6 1,608,269 115.0

小学校管理費 759,456 111.3 672,691 88.6 717,784 106.7 673,411 93.8 669,912 99.5 777,206 116.0 744,186 95.8 747,350 100.4 912,957 122.2 943,799 103.4 853,306 90.4

小学校教育振興費 49,791 101.6 50,179 100.8 63,558 126.7 70,989 111.7 69,871 98.4 65,512 93.8 64,828 99.0 65,986 101.8 73,461 111.3 70,242 95.6 67,396 95.9

小学校施設管理費 256,014 92.8 233,204 91.1 242,918 104.2 241,443 99.4 243,641 100.9 250,205 102.7 240,603 96.2 241,126 100.2 246,748 102.3 260,349 105.5 296,234 113.8

中学校管理費 347,068 102.6 370,591 106.8 367,574 99.2 356,741 97.1 371,961 104.3 353,895 95.1 421,446 119.1 372,490 88.4 475,467 127.6 429,282 90.3 463,878 108.1

中学校教育振興費 73,399 97.1 70,293 95.8 76,911 109.4 92,123 119.8 95,789 104.0 91,149 95.2 89,195 97.9 104,508 117.2 117,136 112.1 112,503 96.0 115,636 102.8

中学校施設管理費 134,877 98.0 119,876 88.9 123,584 103.1 120,683 97.7 121,626 100.8 123,150 101.3 123,905 100.6 124,317 100.3 132,331 106.4 134,661 101.8 137,324 102.0

全日制高等学校費 968,255 105.1 930,553 96.1 1,001,594 107.6 1,006,496 100.5 989,575 98.3 897,306 90.7 903,534 100.7 931,155 103.1 970,614 104.2 960,842 99.0 986,209 102.6

高等学校施設管理費 5,520 94.6 6,497 117.7 6,588 101.4 5,243 79.6 5,190 99.0 5,190 100.0 5,531 106.6 5,359 96.9 5,291 98.7 5,465 103.3 6,636 121.4

幼稚園費 1,034,719 110.3 900,994 87.1 979,323 108.7 659,105 67.3 666,543 101.1 958,338 143.8 905,496 94.5 805,013 88.9 767,355 95.3 645,538 84.1 589,400 91.3

幼稚園施設管理費 103,756 82.0 76,350 73.6 ― - ― - ― - ― - ― - ― - ― - ― - ― -

学校給食費 2,113,792 103.6 2,302,615 108.9 2,495,123 108.4 2,420,482 97.0 2,512,612 103.8 2,602,997 103.6 2,481,202 95.3 2,431,383 98.0 2,507,772 103.1 2,556,545 101.9 2,735,467 107.0

学校保健体育費 222,764 95.4 182,051 81.7 184,691 101.5 170,790 92.5 169,017 99.0 170,376 100.8 168,208 98.7 169,994 101.1 173,572 102.1 177,386 102.2 184,415 104.0

青少年指導費 47,842 99.2 46,369 96.9 50,382 108.7 51,915 103.0 52,108 100.4 52,310 100.4 68,623 131.2 82,673 120.5 120,265 145.5 140,522 116.8 170,699 121.5

小計 7,321,218 102.5 7,071,980 96.6 7,290,705 103.1 6,895,096 94.6 6,910,607 100.2 7,305,963 105.7 7,426,574 101.7 7,401,424 99.7 7,744,399 104.6 7,835,510 101.2 8,214,869 104.8

社会教育総務費他 2,440,335 93.7 2,572,225 105.4 2,623,699 102.0 2,740,861 104.5 2,629,640 95.9 2,703,569 102.8 2,711,802 100.3 2,684,162 99.0 2,802,940 104.4 3,033,987 108.2 3,021,575 99.6

経常経費等合計 9,761,553 100.2 9,644,205 98.8 9,914,404 102.8 9,635,957 97.2 9,540,247 99.0 10,009,532 104.9 10,138,376 101.3 10,085,586 99.5 10,547,339 104.6 10,869,497 103.1 11,236,444 103.4

小学校施設整備事業費 1,358,400 96.1 1,232,800 90.8 654,300 53.1 218,400 33.4 538,995 246.8 201,103 37.3 189,899 94.4 171,818 90.5 1,811,031 1,054.0 1,066,420 58.9 1,455,911 136.5

中学校施設整備事業費 1,133,600 111.3 114,000 10.1 100,700 88.3 182,500 181.2 93,295 51.1 202,361 216.9 175,030 86.5 183,406 104.8 362,206 197.5 678,490 187.3 591,046 87.1

小中一貫校施設整備事業 ― - ― - ― - ― - ― - 2,503,800 - ― - ― - ― - ― - ― -

高等学校施設整備事業費 146,000 1,123.1 35,000 24.0 0 0.0 81,500 - 7,400 9.1 278,000 3,756.8 75,000 27.0 ― - ― - ― - ― -

― - ― - ― - ― - ― - ― - ― - 198,620 - 2,423,300 1,220.1 1,050,000 43.3 68,000 6.5

― - ― - ― - ― - ― - ― - ― - 3,500 - 9,260 264.6 ― - ― -

幼稚園施設整備事業費 70,300 502.1 2,400 3.4 2,000 83.3 1,000 50.0 5,000 500.0 ― - 93,000 - ― - ― - ― - ― -

― - ― - ― - ― - ― - ― - ― - 54,600 - 6,000 11.0 ― - ― -

小計 （Ｃ） 2,708,300 110.1 1,384,200 51.1 757,000 54.7 483,400 63.9 644,690 133.4 3,185,264 494.1 532,929 16.7 611,944 114.8 4,611,797 753.6 2,794,910 60.6 2,114,957 75.7

教育費に占める施設整備率（Ｃ／Ｂ） 21.3 12.3 6.9 4.7 6.2 23.9 4.9 5.7 29.8 20.0 15.0

社会教育総務費他（事業費） 242,120 58.5 208,273 86.0 224,686 107.9 162,020 72.1 201,645 124.5 146,931 72.9 149,081 101.5 77,330 51.9 329,272 425.8 331,985 100.8 732,705 220.7

投資的経費合計 2,950,420 102.7 1,592,473 54.0 981,686 61.6 645,420 65.7 846,335 131.1 3,332,195 393.7 682,010 20.5 689,274 101.1 4,941,069 716.9 3,126,895 63.3 2,847,662 91.1

教育振興費他 10,029,518 104.5 8,456,180 84.3 8,047,705 95.2 7,378,496 91.7 7,555,297 102.4 10,491,227 138.9 7,959,503 75.9 8,013,368 100.7 12,356,196 154.2 10,630,420 86.0 10,329,826 97.2

社会教育総務費他 2,682,455 88.9 2,780,498 103.7 2,848,385 102.4 2,902,881 101.9 2,831,285 97.5 2,850,500 100.7 2,860,883 100.4 2,761,492 96.5 3,132,212 113.4 3,365,972 107.5 3,754,280 111.5

備　考

総計

中高一貫校施設整備事業費

学校給食施設整備事業費

教育振興施設整備事業費



９．就学援助の実施状況（平成27年度～令和6年度）

支給時期（予定）

１

学

年

他

学

年

前年度2月29日支給済

3月に支給していない場合：8月30日

4～6月分：9月30日
7月分～：引き落しを停止

国私立学校で完全給食を実施している場合
1学期分：9月30日
2学期分：1月31日
3学期分：4月18日

※支給単価
4月1日～8月26日　 小：246円　中：300円
8月27日～　　　　　  小：292円　中：343円

学校保健安全法施行令第８条に規定された
以下に掲げる病気の治療（保険適用分）につ
いて、随時支給
・トラコーマ及び結膜炎
・白癬、疥癬及び膿痂疹
・中耳炎
・慢性副鼻腔炎及びアデノイド
・齲歯
・寄生虫病（虫卵保有を含む。）

小 1,793 人 小 1,827 人 小 1,926 人 小 1,817 人 小 1,721 人 小 1,666 人 小 1,672 人 小 1,633 人 小 1,659 人 小 1,577 人

人 （ 10.12% ） 人 （ 10.43% ） 人 （ 11.03% ） 人 （ 10.54% ） 人 （ 11.02% ） 人 （ 10.86% ） 人 （ 10.91% ） 人 （ 10.73% ） 人 （ 11.04% ） 人 （ 10.67% ）

（ 10.19% ） 中 1,036 人 （ 10.47% ） 中 1,027 人 （ 10.95% ） 中 1,012 人 （ 10.83% ） 中 1,035 人 （ 11.83% ） 中 997 人 （ 11.67% ） 中 984 人 （ 11.67% ） 中 961 人 （ 11.77% ） 中 1,007 人 （ 12.29% ） 中 1,048 人 （ 11.92% ） 中 1,020 人

（ 10.32% ） （ 10.55% ） （ 10.80% ） （ 11.37% ） （ 13,56% ） （ 13,35% ） （ 13.27% ） （ 13.99% ） （ 14.95% ） （ 14.57% ）

保護者負担分医療費 保護者負担分 保護者負担分 保護者負担分 保護者負担分 保護者負担分 保護者負担分 保護者負担分 保護者負担分

21,490円 57,590円 21,670円57,590円 21,490円 57,590円

学校給食費
（月額）

一食246円
×

給食回数

一食300円
×

給食回数

新入学学用品費 20,470円 47,400円 50,600円23,550円 20,470円 23,550円 40,600円 47,400円 40,600円

一食246円
×

給食回数

一食300円
×

給食回数

一食246円
×

給食回数

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

27,310円

令和6年度

小学校 中学校 小学校 中学校小学校 中学校 小学校中学校

令和4年度

小学校 中学校

令和5年度

小学校 中学校

1学期分：8月30日

2学期分：1月31日

3学期分：4月18日

13,230円 25,040円 13,230円 25,040円

15,500円

教育部　　教育総務課

24,560円 12,990円 24,590円 24,590円 12,990円 24,590円 13,100円 24,800円

27,310円

小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校

15,500円 27,310円

校外活動費
（宿泊を伴うもの）

（限度額）

26,820円 15,220円 26,820円 15,350円 27,050円 15,500円

3,690円 6,210円 3,690円 6,210円

学用品費・通学用品費
及び校外活動費

12,970円

15,200円 26,790円 15,220円 26,820円 15,220円

13,230円 25,040円12,990円 13,230円

春実施分：9月30日

秋実施分：12月25日

冬実施分：4月18日修学旅行費
（限度額）

3,620円 6,100円 3,650円 6,150円 3,690円 6,210円3,570円 6,010円 3,620円 6,100円 3,620円 6,100円

22,690円 60,910円 200,000円 200,000円60,300円 21,890円 60,910円21,190円 57,290円 21,490円

57,060円 63,000円57,400円 51,060円 60,000円 51,060円

令和6年度
市民税所得割額

令和7年度新1年生（小・
中）へ3月に支給予定

令和4年度新1年生（小・
中）へ小:54,060円、
中:60,000円を3月と令和4
年度5月に分けて支給

令和3年度
市民税所得割額

平成31年度
市民税所得割額

令和2年度
市民税所得割額

令和5年度新1年生（小・
中）へ小:54,060円、
中:63,000円を3月と令和5
年度5月に分けて支給

令和4年度
市民税所得割額

一食246円
×

給食回数

54,060円

一食246円
×

給食回数

一食300円
×

給食回数

令和6年度新1年生（小・
中）へ小:57,060円、
中:63,000円を2月と令和6
年度5月に分けて支給

令和5年度
市民税所得割額

令和3年度新1年生（小・
中）へ小:51,060円、
中:60,000円を3月に支給

令和2年度新1年生（小・
中）へ小:51,060円、
中:60,000円を3月と令和2
年度5月に分けて支給

60,000円

保護者負担分

令和7年度新1年生：3月5日

認定基準

平成27年度
市民税所得割額

平成28年度
市民税所得割額

一食292円
×

給食回数

一食343円
×

給食回数

新入学学用品費の
早期支給実施状況

※平成28年度新１年生
までは入学後の

当初認定時期に支給

平成29年度新１年生（中）
へ３月に47,400円を支給

一食246円
×

給食回数

一食300円
×

給食回数

一食246円
×

給食回数

一食300円
×

給食回数

一食246円
×

給食回数

一食300円
×

給食回数

一食246円
×

給食回数

一食300円
×

給食回数

市民税所得割額
基準額以下

（調整控除後）
児童扶養手当受給世帯

平成29年度
市民税所得割額

平成30年度
市民税所得割額

平成29年度新１年生（小）
へ５月に支給

一食300円
×

給食回数

平成30年度新１年生（小・
中）へ３月に支給

平成31年度新１年生（小・
中）へ小：50,600円、中：
57,400円を3月と平成31年
度5月に分けて支給

準要保護

認定者数 2,829 2,854 2,938 2,852

市民税所得割額
基準額以下

（調整控除後）

市民税所得割額
基準額以下

（調整控除後）

市民税所得割額
基準額以下

（調整控除後）

市民税所得割額
基準額以下

（調整控除後）

市民税所得割額
基準額以下

（調整控除後）

市民税所得割額
基準額以下

（調整控除後）

市民税所得割額
基準額以下

（調整控除後）

市民税所得割額
基準額以下

（調整控除後）

市民税所得割額
基準額以下

（調整控除後）
児童扶養手当受給世帯

認定者数は、令和7年3
月1日現在

2,718 2,650 2,633 2,597

（認定者数/学年別人口）

決　算　額 188,759,271円 209,793,952円 243,419,614円 232,807,671円 232,142,765円 222,286,805円 216,608,379円

2,707

236,099,578円

2,640

246,036,727円

22,690円

3,690円

15,500円

13,230円

一食300円
×

給食回数

60,000円

60,910円

6,210円

27,310円

25,040円 25,040円

15,500円 27,310円

3,690円 6,210円

200,000円 200,000円

54,060円 63,000円



【主な医療的ケアの内容】
・導尿　　・血糖値測定、インスリン管理　・酸素ボンベからの吸入　・胃ろうなど

 10.医療的ケア児の学校在籍数と在籍見込み、看護師配置数と配置見込み数がわかる資料（令和３年度以降）

教育部　教育支援・相談課

児童生徒数（人）

看護師配置数（人）

在籍校数（校）

令和３年度

2

2

2

令和４年度 令和５年度 令和６年度
令和７年度
（見込み）

10

10

8

2

2 5 7

6 9

2 6 9



１１．学校施設への返却不要の生理用品配置（常備）の詳細がわかる資料（令和６年度）

１.　学校の児童・生徒用トイレ等に生理用品を配置している校数

学校数（校）

設置校数（校）

設置割合

２.　配布した生理用品数

種類 学校別 配布数（枚） 学校別 配布数（枚） 学校別 配布数（枚） 学校別 配布数（枚） 学校別 配布数（枚） 学校別 配布数（枚）

小学校 4,280 小学校 31,776 小学校 8,480 小学校 11,526 小学校 18,326 小学校 74,388

中学校 3,800 中学校 92,032 中学校 23,360 中学校 30,260 中学校 21,862 中学校 171,314

高等学校 560 高等学校 982 高等学校 3,936 高等学校 4,828 高等学校 4,913 高等学校 15,219

小学校 0 小学校 103,320 小学校 3,392 小学校 0 小学校 0 小学校 106,712

中学校 0 中学校 37,152 中学校 8,512 中学校 0 中学校 0 中学校 45,664

高等学校 0 高等学校 350 高等学校 1,408 高等学校 0 高等学校 0 高等学校 1,758

小学校 0 小学校 318 小学校 264 小学校 0 小学校 0 小学校 582

中学校 0 中学校 768 中学校 622 中学校 0 中学校 0 中学校 1,390

高等学校 0 高等学校 128 高等学校 104 高等学校 0 高等学校 0 高等学校 232

合計
R7.3月配布（予定）

生理用ショーツ

生理用ナプキン

（昼用）

生理用ナプキン

（夜用）

令和６年度

教育部　保健給食課

中学校

100%

1

1

高等学校

100%

65

65

合計小学校

100%

42

42

100%

22

22

※１か所以上のトイレに設置

令和４年度 令和５年度

R4.５月配布 R4.８月・９月配布 R5.3月配布 R6.3月配布

配布

時期



小学校
不登校児童数

1,000人当たりの
不登校児童数

中学校
不登校生徒数

1,000人当たりの
不登校生徒数

小中合計
1,000人当たりの
不登校児童生徒数

奈良市 162 10.4 358 49.1 520 22.7

奈良県 650 9.5 1,470 40.0 2,120 20.3

全国 53,350 8.3 127,922 39.4 181,272 18.8

奈良市 199 13.0 380 51.6 579 25.5

奈良県 755 11.2 1,594 43.5 2,349 22.6

全国 63,350 10.0 132,777 40.9 196,127 20.5

奈良市 239 15.6 500 69.6 739 32.8

奈良県 1,013 15.3 1,988 54.5 3,001 29.2

全国 81,498 13.0 163,442 50.0 244,940 25.7

奈良市 287 18.8 552 77.1 839 37.5

奈良県 1,145 17.6 2,229 62.1 3,374 33.4

全国 105,112 17.0 193,936 59.8 299,048 31.7

奈良市 258 17.2 561 80.4 819 37.2

奈良県 1,337 20.9 2,354 66.8 3,691 37.2

全国 130,370 21.4 216,112 67.1 346,482 37.2

  12.不登校児童生徒数の推移（2019年度～2023年度）（国・県・市の小中別）

不登校の定義・・・
文部科学省の調査では、年間３０日以上欠席した児童生徒のうち、「何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは
社会的要因・背景により、児童生徒が登校しないあるいはしたくてもできない状況にあること（ただし、病気や
経済的な理由によるものを除く）」と定義している。

教育部　教育支援・相談課

令和元年度
（2019年度）

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

（単位：人）



13.「HOP」「HOP青山」「HOPあやめ池」「WEB HOP」「校内フリースクール」「バーチャルHOP」の利用実績、職員体制がわかる資料

（単位：人）

主な活動 職員体制 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

教育支援
センター

HOP
学習を中心とした活動及び
人との関わりを学ぶグループ活動 支援員３名 33 42 42 54 53 60

Web HOP
オンライン学習教材の提供及び支援員
とのオンラインによる面談 支援員３名 28 27 23 17 バーチャル

HOPへ移行

バーチャルHOP
メタバース空間を利用した支援員との
活動及びオンライン学習教材の提供 支援員２名 21

HOP青山
運動や栽培等を通して、支援員との関
わりを中心とした小集団での体験活動

特任指導主事１名
支援員４名 12 25 28 32

HOPあやめ池
ゲストティーチャーとの活動等を通し
て、クリエイティブな体験活動

特任指導主事１名
支援員４名

支援補助員２名
53 62

校内フリー
スクール

中学校４校
学校内における通常の学級以外での学
びの場（春日、都南、京西、平城東）

担当教員を
１名ずつ加配 24 45

※年度末の登録者数（ただし、令和６年度は２月末現在）

公設フリー
スクール

施設区分・名称

教育部　教育支援・相談課

オンライン
支援

　  (令和元年度～令和６年度）



 14.通級指導教室の設置以降の経緯・内容の詳細がわかる資料

通級指導教室設置校数と教室数の推移 通級による指導を受ける
児童生徒数の推移

合計
学校数

合計
教室数

小学校
学校数

小学校
教室数

中学校
学校数

中学校
教室数

担当教員数
（人）

全校
（人）

センター校
（人）

自校
（人）

H29 6 9 5 8 1 1 9 182 150 32
H30 7 10 6 9 1 1 10 256 204 52
R1 8 11 7 10 1 1 11 291 218 73
R2 10 13 8 11 2 2 13 317 224 93
R3 12 16 10 14 2 2 16 375 223 152
R4 20 24 17 21 3 3 24※ 489 274 215
R5 29 33 24 28 5 5 33※ 671 201 470
R6 48 52 37 41 11 11 46※ 805 154 651

（R6　小学校４２校中３７校、中学校２１校中１１校 に開設）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育部　教育支援・相談課

【自校通級指導教室】
　特別な支援を必要とする児童生徒の在籍校において
　開設される通級指導教室。時間割の一部の時間を
　振り替える、もしくは放課後に時間を加える形で
　通級による指導を行う。多くの場合、週１時間程度の
　指導で対応している。
　発達障害やコミュニケーションの課題など、特別な
　支援のニーズに幅広く対応する。

【センター校通級指導教室】
　自校及び他校の特別な支援を必要とする児童生徒に対応する
　通級指導教室。難聴などきこえの課題、吃音などことばの課題、
　発達障害やコミュニケーションの課題などに対応している。
　他校の児童生徒については、保護者の送迎のもと通うことになる。
　＜設置校＞
　 椿井小（きこえ）、済美小（ことば）、あやめ池小（ことば）、
　 鳥見小（ことば・ステップ）、三笠中（ステップ）、富雄第三中（ステップ）

※各年度の担当教員の
　　うち、市費配置の人数
    R4：４名　　R5：６名
    R6：６名



15. 市立小学校、中学校の 2021 年度～2024 年度の 4 月 1 日時点、5 月 1 日時点、10 月 1 日時点、2 月 1 日時

点の教員未配置がわかる資料 

教育部 教職員課 

 

 2021 年度 

（令和３） 

2022 年度 

（令和４） 

2023 年度 

（令和５） 

2024 年度 

（令和６） 

４月１日 ０ １０ 7 １３ 

５月１日 ０ １３ 9 ４ 

１０月１日 １０ １８ 11 ４ 

２月１日 ５ １４ 6 ５ 

                                                                 単位は人 

 

 



小学校

人数（人） 割合（％）

R4年度 25.3 873 94.1

R5年度 24.9 887 95.1

R6年度 24.4 904 92.2

中学校

人数（人） 割合（％）

R4年度 18.5 341 71.9

R5年度 17.9 312 62.8

R6年度 18.5 351 72.1

16．小・中学校教員の週あたり授業時数の詳細がわかる資料（小・中別の教員授業時数、小学校20時数・中学校
18時数以上持つ教員数・割合）（過去３年間）

教育部　教職員課

※各年度5月現在

担当授業時数の平均（時間）
担当週時数20時間以上の教員

担当授業時数の平均（時間）
担当週時数18時間以上の教員



17. 小学校、中学校教員の病休者数及び精神疾患による休職者数について、2020年度～2024年度の10月 1日時点の人数 

 

教育部 教職員課 

 

 

 2020 年度 

（令和２） 

2021 年度 

（令和３） 

2022 年度 

（令和４） 

2023 年度 

（令和５） 

2024 年度 

（令和６） 

病休者数 ２１ ２８ ２２ ２２ ９ 

うち精神疾患の数 １４ １９ １５ １８ ７ 

                                                        単位は人 



18．学校規模適正化計画により廃校となった学校の跡地活用（売却含む）の詳細がわかる資料

教育部　教育施設課

施設名 廃校年月 廃校後の活用状況 所管

水間小学校 平成16年3月 一部遺物収蔵庫として活用 埋蔵文化財調査センター

大柳生小学校 平成23年3月 中学校施設（興東館柳生中学校）として活用 教育施設課

興東中学校 平成26年3月 公共施設（東部出張所）として活用 東部出張所

精華小学校 平成27年3月 活用なし 教育施設課

柳生中学校 平成27年3月 地域住民等により一時的な活用あり 教育施設課

月ヶ瀬小学校 平成29年3月 校舎及び体育館解体済み。一部ワーケーション施設として活用
月ヶ瀬行政センター地域振興課
東部出張所

並松小学校 平成29年3月 サッカーアカデミーの学生寮として活用（賃貸借）
資産管理課
都祁行政センター地域振興課

吐山小学校 平成29年3月 日本語学校・介護福祉士養成校として活用（賃貸借） 資産管理課

六郷小学校 平成29年3月 社会福祉施設として活用（売却）

右京小学校 令和4年3月
①コミュニティスポーツ会館として活用
②公園用地として活用
③住宅用地等として活用（一部売却済）

①スポーツ振興課
②公園緑地課
③財政課

神功小学校 令和4年3月
活用に向け現在公募中
（公民館用地、民間こども園用地、住宅地（売却）として活用予定）

財政課



19. 市立中央図書館・北部図書館・西部図書館の図書館司書等の配置人数 教育部　中央図書館

　（館別、担当業務（成人・児童・移動図書館・学校派遣等）別、2015年度～2024年度及び2025年度配置予定数）
運転手 備考

正規職員 (再任用再掲) 日額 日額 月額 日額 月額 日額 月額 日額 再任用教諭 月額 日額

2015年度 7 2 1 1 4 5 2 4 2 0 (2) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2016年度 6 1 1 3 5 3 4 1 1 (3) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2017年度 6 1 1 2 3 6 4 4 1 0 (2) (1) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2018年度 8 2 1 2 3 6 4 4 1 1 (2) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2019年度 8 2 1 2 3 5 2 4 1 2 3

2020年度 8 2 3 2 2 4 2 3 0 1 5

2021年度 8 2 2 2 2 4 2 3 1 1 1 4

2022年度 8 3 2 2 2 4 2 3 1 1 1 4

2023年度 7 2 1 2 2 5 2 4 1 1 1 4

2024年度 7 1 2 2 2 5 2 5 1 1 1 4

2025年度 7 1 3 3 2 5 2 5 1 2 1 4

運転手 備考

正規職員 (再任用再掲) 日額 日額 月額 日額 月額 日額 再任用教諭 月額 日額

2015年度 4 1 4 3 2 5 (1) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2016年度 4 1 3 4 2 4 (3) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2017年度 4 1 3 5 4 4 (2) (1) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2018年度 4 1 3 5 4 4 (2) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2019年度 4 1 1 3 5 2 4 2

2020年度 4 1 2 5 2 4 4

2021年度 3 1 3 5 2 4 3

2022年度 3 1 3 4 2 4 3

2023年度 3 1 3 4 2 4 1 3

2024年度 3 1 3 5 2 4 1 3

2025年度 3 1 3 5 2 4 1 3

運転手 備考

正規職員 (再任用再掲) 日額 日額 月額 日額 再任用教諭 月額 日額

2015年度 4 1 5 5 (1) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2016年度 4 1 4 7 (2) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2017年度 4 1 5 6 (1) (1) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2018年度 4 1 1 5 8 (1) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2019年度 4 1 4 8 3

2020年度 3 2 9 4

2021年度 3 3 8 3

2022年度 3 3 8 3

2023年度 3 3 8 3

2024年度 3 3 9 3

2025年度 3 3 9 3

運転手 備考

正規職員 (再任用再掲) 日額 日額 月額 日額 月額 日額 再任用教諭 月額 日額

2015年度 15 4 1 1 17 22 2 0 (4) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2016年度 14 2 1 1 15 24 1 1 (8) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2017年度 14 3 1 2 19 25 1 0 (5) (3) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2018年度 16 4 2 2 19 27 1 1 (5) ()の人数は児童閲覧室と兼務

2019年度 16 4 1 3 14 26 1 2 8

2020年度 15 2 3 3 10 25 0 1 13

2021年度 14 2 2 3 12 24 1 1 1 10

2022年度 14 3 2 3 12 23 1 1 1 10

2023年度 13 2 1 3 12 25 1 1 2 10 ※令和７年３月1日現在

2024年度 13 1 2 3 12 28 1 1 2 10 ※短期間雇用（蔵書点検要員等）を除く

2025年度 13 1 3 4 12 28 1 2 2 10 （単位：人）

北部図書館
事務職員 成人・児童閲覧室 学校支援

中央図書館
事務職員 成人閲覧室 児童閲覧室 移動図書館 学校支援

西部図書館
事務職員 成人閲覧室 児童閲覧室 学校支援

３館合計
事務職員 閲覧室計 移動図書館 学校支援



実施年度 令和4年度 令和6年度 令和7年度（案）

事業予算額 500,000,000円 535,000,000円 665,000,000円

財源 新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金

物価高騰対応重点支援
地方創生臨時交付金 ー

決算額 488,204,000円 519,076,462円
（見込）

ー

対象 市内在住の18歳未満の子供のいる世帯 市内在住の世帯主 市内在住の世帯主 市内在住の世帯主 市内在住の世帯主 市内在住の世帯主 市内在住の世帯主

発行冊数 150,000冊 100,000冊 130,000冊 150,000冊 150,379冊 156,000冊 290,000冊

販売価格 10,000円 12,000円 10,000円 10,000円 10,000円 10,000円 10,000円

プレミアム率 40% 41.6% 30% 20% 30% 30% 20%

応募世帯数 ー 40,221世帯 30,748世帯 32,425世帯 51,699世帯（235,735冊）
購入冊数の調整を実施

57,070世帯（166,210冊）
購入冊数の調整を実施

ー

販売冊数 100,278冊 96,645冊 124,719冊 140,759冊 146,777冊 151,281冊 ー

販売総額 1,908,037,000円 1,966,653,000円 ー

使用総額
（経済効果額） 1,900,172,000円 1,963,457,000円 ー

使用率 99.59% 99.84% ー

※令和4年度事業実績には、販売価格4,000円、プレミアム率25%の商品券発行分も含まれる（販売冊数8冊）

3,040,180,000円 3,302,336,000円

99.78% 99.74%

20.プレミアム付商品券発行事業のこれまでの実績と令和7年度事業の内容がわかる資料（実施年度、事業予算額、財源、決算額、対象、発行冊数、販売価格、プレミアム率、応募世帯数、販売冊数、販売総額、使用総額（経済効果額）、使用率）

観光経済部　産業政策課

令和2年度（2回発行） 令和3年度（2回発行）

3,046,857,000円 3,310,887,000円

962,643,008円 745,853,692円

975,000,000円 790,000,000円

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金



２１．訪日外国人による、マナー違反等の苦情件数 過去 5 年 

 

観光経済部 観光戦略課 

 

 

該当する資料はございません。 


